
Ａ

総事業費

Ｂ

国庫補助額

Ｃ

コロナ交付金

充当額

Ｄ

その他

111,178,196 414,000 87,127,604 23,636,592

1

保育・医療・介護等施設

の感染予防対策用消耗備

品購入事業

村民生活課

①新型コロナウイルス感染症予防のため、消毒液や非接触型検温消

毒器などの消耗備品を介護施設や保育所などに提供し感染の拡大防

止に努める。

②消毒液・マスク・フェイスシールドなどの消耗品や空気清浄器や

サーキュレーターなどの備品

③消耗品費 1,032,020円

　備品費　 2,769,500円

④村内にある診療所・介護施設（社協ディサービス・いこくま

荘）・保育所や総合福祉センター

R4.6.10 R4.11.25 3,801,520 3,800,000 1,520

消毒液や非接触型検温消毒器などの消耗備品を

介護施設や保育所などに提供し、感染の拡大防

止に努めることができた。

2
公立学校情報機器整備費

補助金
教育委員会

①新型コロナウイルス感染症の感染を予防するため、１人１

台端末環境による本格的な教育活動が学校で展開される中、

その円滑な運用を支え、子供の学びを保障するための「運用

面の支援」の更なる強化が求められていることを踏まえ、

「人」中心の支援を、「組織」中心による広域的な支援体制

へと発展・充実させて、より安定的な支援基盤の構築を目指

す。

その際、これまで課題であった学校現場においてICT支援が

できる人材の「不足」や「ミスマッチ」の解消を図るととも

に、家庭への持ち帰り時における故障等の運用支援も含め、

村が自立してＩＣＴ活用を進めるための運営支援体制の整備

が必要となる。

②GIGAスクール運営支援センターに係る業務委託料

③業務委託料 1,320,000円

④風間浦小学校及び風間浦中学校

R4.4.1 R5.3.28 1,320,000 257,000 900,000 163,000

ＩＣＴ活用を進めるための運営支援体制を整備

したことにより、円滑な教育活動の支援基盤を

構築することができた。

事業の効果

合　　計
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Ｎｏ 交付対象事業の名称 所管課

事業の概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数・単価等）

④事業の対象（交付対象者・対象施設等）

事業始期 事業終期



3
公立学校情報機器整備費

補助金
教育委員会

①GIGAスクール構想の実現に向けた取組により、児童生徒

１人１台端末をはじめとした学校におけるICT環境の整備が

進む中、新型コロナウイルス感染症の感染を予防するため、

時間・場所等に制約されない子どもたちの発達段階等に応じ

た質の高い教育を実行するため、オンライン教育の授業環境

を高度化するとともに、個別最適な学びの実現に向けて、そ

の環境を最大限活用して対面とオンラインのハイブリッド教

育を更に充実化させる。遠隔授業等のオンライン学習を本格

化させている学校現場では、教室で教師が指導者用端末を活

用して授業を行いながら、もう１台の端末を使って自宅にい

る児童生徒にも授業映像を配信することや、 少人数指導等

によって増加した学習グループに対してオンライン学習を行

う。指導者用端末を活用した学習指導等のため、オンライン

教育推進機器や遠隔教育支援ツール等が新たに必要となる。

②学校のICTを活用した授業環境高度化推進事業に係る機器

の購入

③備品費 6,714,950円

④風間浦小学校及び風間浦中学校

R4.7.27 R5.1.26 6,714,950 157,000 4,000,000 2,557,950

オンライン教育推進機器の購入や遠隔教育支援

ツール等を整備することにより、時間・場所等

に制約されない子どもたちが発達段階等に応じ

て質の高い教育を受けることができている。

4
下風呂温泉引き湯使用料

減免事業
企画政策課

①新型コロナウイルス感染症の影響を受け、下風呂温泉にお

ける誘客数の減少が顕著となっている状況にあり、事業継続

に支障を来している温泉引き湯事業者を支援するため、温泉

引き湯使用を免除するものである。

②温泉引き湯事業者の引き湯使用料

③事業者数8件×124,750円（平均）＝998,000円

④温泉利用事業者

R4.4.1 R5.3.31 998,000 998,000
温泉引き湯使用料を免除することにより、宿泊

事業者の経済活動を支援することができた。

5

6

7 避難所感染対策購入事業 総務課

①新型コロナウイルス感染拡大防止に必要な物資を購入し、避難所

に設置する。これにより避難者の感染拡大防止を図り、安心して避

難所での生活ができるようにする。

②防炎加工テント、簡易水洗仮設トイレ及び水洗ポータブルトイレ

などの購入費

③消耗品費 1,954,700円

　備品費　 1,251,756円

④４地区（下風呂・桑畑・易国間・蛇浦）避難所

R4.6.1 R5.2.28 3,206,456 3,200,000 6,456

新型コロナウイルス感染拡大防止に必要な物資

を避難所に設置することで、避難者が安心して

生活できる環境を整備することができた。

8 村民支援商品券配布事業 企画政策課

①新型コロナウイルス感染症拡大により、疲弊した消費を回

復させるため、全村民を対象に1人あたり1万円分の商品券を

配布し、村内における消費需要の喚起を行い、村内消費の回

復を図り、地域経済の再生を図るものである。

②商品券の印刷費、郵送料、補助金。

③事務費　　 610,231円

　補助金　35,136,693円

④全村民

R4.7.1 R4.12.31 35,746,924 35,685,629 61,295

商品券を発行することにより、新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響で厳しい状況にある地域

経済の活性化に寄与することができた。
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原油価格・物価高騰対策

村民支援商品券配布事業

（国のＲ３予算分）

企画政策課

①新型コロナウイルス感染症拡大による、原油高騰・物価高

騰等に直面する全村民を対象に１人あたり１万円分の商品券

を配布し、村内における消費需要の喚起を行い、村内消費の

回復を図り、地域経済の再生を図るものである。

②商品券の印刷費、郵送料、補助金

③補助費　17,298,371円

④全村民

R4.10.1 R5.2.28 17,298,371 11,700,000 5,598,371

商品券を発行することにより、新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響で厳しい状況にある地域

経済の活性化に寄与することができた。

10

原油価格・物価高騰対策

村民支援商品券配布事業

（国のＲ４予算分）

企画政策課

①新型コロナウイルス感染症拡大による、原油高騰・物価高

騰等に直面する全村民を対象に１人あたり１万円分の商品券

を配布し、村内における消費需要の喚起を行い、村内消費の

回復を図り、地域経済の再生を図るものである。

②商品券の印刷費、郵送料、補助金

③補助費　17,298,371円

④全村民

R4.10.1 R5.2.28 17,298,371 5,598,371 11,700,000

商品券を発行することにより、新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響で厳しい状況にある地域

経済の活性化に寄与することができた。

11
燃油価格高騰対策漁業者

支援事業
産業建設課

①新型コロナウイルス感染症拡大による、原油高騰・物価高

騰等に直面する漁業者に対し、支援金を交付することによ

り、事業継続を支援する。

②漁協に対する補助金

③漁業者支援金 9,363,000円

　事務手数料　 1,385,000円

④漁船登録組合員（稼働実績に応じる。）

R4.10.20 R4.11.30 10,748,000 7,200,000 3,548,000
支援金を交付することにより、漁業者の事業継

続を支援することができた。

12

電力・ガス・食料品等価

格高騰緊急支援給付金対

象外世帯への商品券配布

事業

企画政策課

①新型コロナウイルス感染症拡大による、原油高騰・物価高

騰等に直面する電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付

金対象外の世帯を対象に１世帯あたり２万２千円分の商品券

を配布し、村内における消費需要の喚起を行い、村内消費の

回復を図り、地域経済の再生を図るものである。

②商品券の印刷費、郵送料、補助金

③事務費　     333,603円

　補助費　12,164,000円

④全村民

R4.12.1 R5.3.31 12,497,603 12,497,603

商品券を発行することにより、新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響で厳しい状況にある地域

経済の活性化に寄与することができた。

13
原油高騰・物価高騰対策

備品購入事業
村民生活課

①社会福祉協議会が実施主体となり、電力・ガス・食料品等

の価格高騰苦慮している一人暮らし老人等へ新たに配食サー

ビスを実施する。またデイサービスの昼食等食材保管のため

の業務用冷凍冷蔵庫を購入する。

②備品購入へ充当

③備品購入費

　業務用冷凍冷蔵庫２台 605,000円

　ガス給湯器１台             76,230円

④風間浦村社会福祉協議会

R4.12.9 R5.3.27 681,230 681,230

冷凍冷蔵庫及びガス給湯器を購入したことでデ

イサービスの食材保管が可能となり、配食サー

ビスを実施した。このことにより、電力・ガ

ス・食料品等の価格高騰に苦慮している高齢者

等の生活支援に寄与することができた。
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原油高騰・物価高騰対策

介護施設等事業者支援事

業

村民生活課

①電気代、燃料品等の高騰に苦慮している介護事業所に対

し、支援金を交付することにより、事業所運営の安定を図

り、利用者の生活環境を守る。

②介護事業所に対する補助金

③光熱費、食料品等の高騰分へ充当。令和３年度・令和４年

度を比較し、差額分を支給

　いこくま荘　866,771円

④村内各介護事業所（社会福祉協議会、いこくま荘、大室介

護支援事業所）

R5.1.27 R5.3.15 866,771 866,771

支援金を交付することにより、事業所運営の安

定を図り、利用者の生活環境を守ることができ

た。


